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第２節 国際協力・国際交流
１ ＡＳＥＡＮ諸国との国際協力
ＡＳＥＡＮでは、公務員制度・公務員人事管理に関する地域間協力を推進することを目的に、Ａ
ＳＥＡＮ公務協力会議（ASEAN Cooperation on Civil Service Matters, ACCSM）というネット
ワークを構築している。人事院は、このネットワークに日本、中国及び韓国の三国を含めたＡＳＥ
ＡＮ＋３公務協力会議（ＡＣＣＳＭ＋３）に、我が国の代表として参画し、各種協力事業の実施を
支援している。
令和７年度は、５年ごとに更新される行動計画について、令和８年から令和12年までの次期行動
計画の策定に向けたワークショップが７月及び11月にカンボジアで開催され、意見交換等が行われ
た。
２ 日中韓人事行政ネットワーク事業
平成17年１月から、人事行政分野における連携及び相互交流を進めるため、中国及び韓国の中央
人事行政機関と日中韓人事行政ネットワークを構築し、トップ会談、局長級会談、三国共催シンポ
ジウム、三国若手・中堅職員合同研修等の事業を実施している。令和７年度は、６月に第11回局長
級会談がオンライン形式で実施され、９月には韓国・ソウルにおいて、人事院総裁、中国国家公務
員局長、韓国人事革新処長が会して第10回トップ会談を行い、新たな協力覚書に合意・調印した。
３ 日シンガポール知見交換プログラム
令和７年度から新たに、シンガポール首相府公務員局（ＰＳＤ）との相互の交流プログラムを実
施している。両国の人事行政に携わる職員の交流、公務における共通課題に関する意見交換、互い
の強みや先進例の相互共有を目的としており、人事院とＰＳＤの間で若手職員１～２名を相互に１
週間程度派遣する事業である。令和７年度は、10月に第１回として、シンガポールから２名のＰＳ
Ｄ職員の受入れを実施した。第２回は令和８年度、人事院から職員を派遣し、シンガポールにて行
われる予定である。
４ 開発途上国等に対する技術協力
行政の基盤である公務員制度を整備し、ガバナンスを向上させるという開発途上国が抱える共通
課題を踏まえ、人事院は、独立行政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ）が主催する開発途上国の政府職
員を対象とした以下の研修の実施等に協力している。
 人事管理セミナー
人事管理セミナーは、各国の中央人事行政機関等の管理職員を対象に、我が国の人事行政につ
いて、その基本的な考え方や運用、新たな動向等を紹介するとともに、討議や各国との比較研究
を通じ、各国の人事行政の実情に適合した人材マネジメントを参加者自らが考える研修である。
令和７年度は、13か国から13人が来日し、約２週間にわたり実施された。令和６年度の開始か
ら令和７年度までの参加者は、合計21か国26人である。
 上級国家行政セミナー
各国の中央政府機関の上級幹部職員を対象に、我が国のガバナンスと社会経済の発展の経緯を
紹介しつつ、様々な政策課題についての討議等を通じて、各国の社会経済の発展に資する行政の
在り方を考える研修である。
令和７年度は、15か国・地域から15人が来日し、約25週間にわたり実施された。昭和61年度

の開始から令和７年度までの参加者は、合計86か国・地域412人である。
 ベトナム政府への支援
ベトナム政府の公務員採用試験改革に向けた取組に対し、ＪＩＣＡの技術協力プロジェクトを
通じて、人事院は協力・支援を行ってきた。これまでの技術支援の内容が教材等にまとめられ、
令和７年９月にプロジェクトは終了した。
 キルギス政府への支援
キルギス政府は公務員の採用、昇任選考のための試験の改善に取り組んでおり、ＪＩＣＡに技
術協力プロジェクトを通じての支援を要請している。人事院はＪＩＣＡの要請を受け、令和７年
11月にプロジェクト開始前の詳細計画策定調査に参加した。

５ マンスフィールド研修
米国国務省は、マイク・マンスフィールド・フェローシップ法（1994年４月成立）に基づき、我
が国に対する深い理解を持つ同国政府職員の育成を図るための研修（マンスフィールド研修）を行っ
ている。
人事院は、外務省と協力して、研修員の各府省等への受入れの協議・調整、オリエンテーション、
調査見学等を企画・実施している。
令和７年度は第29期研修員９人が来日し、10か月間の予定で日本の政府機関等での実務研修に参
加している。
６ 外国からの調査訪問対応等
我が国の公務における人事管理、人材育成等についての実態の把握等のため、令和７年度は、10
か国から外国政府職員等が来訪した。
これら訪問者に対しては、それぞれの国における人事行政等の現状や訪問者個々の問題意識に応
じて我が国の公務員制度やその運用実態等について説明等を行うとともに、意見交換を行った。
第９章 人事院総裁賞及び各方面との意見交換
第１節 人事院総裁賞

「人事院総裁賞」は、国民全体の奉仕者として、長年にわたる地道な活動や高いモチベーションの
下での勇気ある行動などを通じ、行政サービスや国民生活の向上に顕著な功績を挙げ、国民の期待に
応えた国家公務員（個人又は職域）を顕彰するもので、昭和63年に人事院創立40周年を記念して創設
された。
被顕彰者は、人事院総裁の委嘱する各界有識者から成る選考委員会（令和７年度は田代桂子委員長
（株式会社大和証券グループ本社取締役兼執行役副社長）のほか、５人の委員）が、各府省及び行政
執行法人から推薦された職員又は職域グループについて厳正な審査・選考を行い、その結果に基づい
て人事院総裁が決定している。
第38回を迎えた令和７年度「人事院総裁賞」は、個人１名及び職域４グループに対して授与された
（表９）。授与式は、令和８年２月10日、東京都内において行われ、同月26日に、皇居において天皇
陛下に御接見を賜った。
令和７年度までの被顕彰者の合計は、個人73名、職域122グループとなっている。
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